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１ 重要通信の取扱いに関する
課題の検証（災害対策機関等）
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【音声以外のサービスの優先的取扱い】

○ 我が国において、インターネットは、利用者が平成18年に8,754万人に達するなど社会経済その他あらゆる活
動に不可欠な基盤となっている。その中でも、電子メールは、基礎的なコミュニケーションツールとして、社会経
済活動や市民生活において必要不可欠な連絡・伝達の手段となっている。

○ 電子メールは、一斉送信が可能である、データの添付が可能である、文章による的確な指示ができるなどの
特徴があり、災害時においても、職員の招集、職員や関係機関への災害発生の通知、安否確認、被害状況の
確認などの用途に使われているため、電子メールは重要通信の対象機関からの優先的取扱いの要望が最も
高いサービスである。

○ また、電子メールは聴覚障がい者からの緊急通報の受信・返信の用途にも使用されているため、災害時のみ
ならず企画型の輻そう時などにもつながらない事象は避けるのが望ましいのではないか。

○ さらに、救急車と病院間で心電図等のデータ伝送、災害時に被害状況を確認するために撮影した静止画・動
画などデータ通信に対する優先的取扱いの要望も高くなっている。

○ 従って、緊急参集連絡やデータ収集の通信は、優先的取扱いが望ましいのではないか。この際、データ通信
の優先的取扱いには網の改修を要することに配慮することが必要ではないか。

(1) 新たに優先的取扱いについて検討すべき事項
ア 音声以外のサービス（データ伝送等）
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①緊急通報
②確認メール
対話・指示

データ伝送等による緊急通報の現状 ①

緊急事態

電子メール

携帯ウェブ

聴覚や言語等の障がい者
高齢者など

消防機関
警察機関

③現場急行

電子メール等の緊急通報サービスの仕組

○ 電子メールでの緊急通報サービスは、いずれの地域でも障がい者団体等から歓迎されている模様。

○ 一方、携帯ウェブでの緊急通報サービスは、聴覚や言語等の障がい者等が利用する際も、文字入力が必要
でないため、携帯メールに不慣れな人でも容易に利用することができると言われている。

主に障がい者・高齢者を対象に、電子メールや携帯ウェブを利用した緊急通報
サービスが、都道府県市区町村の消防・警察本部より提供されている。

（参考）
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電子メール等による緊急通報の現状 ②

㈱レスキューナウ「・ドット・ネット等、
法人企業

聴覚や言語等の障がい者が電子メールで緊急
通報する通報内容について、オペレーターが
警察・消防機関等に電話で取り次ぎ、通報受
理機関と通報者の連絡を仲介する。

電子メール/
携帯電話等

電子メールからの
電話リレーによる
緊急通報サービス

（株）プラスヴォイス、（株）Loux等

聴覚や言語等の障がい者が、テレビ電話で手
話や筆談機による連絡を行う。連絡を受けたオ
ペレータは電話で取り次ぎ、通報機関に連絡を
する。

テレビ電話（フレッツ
フォン、FOMA機）

テレビ電話からの
電話リレーによる
緊急通報サービス

新潟県警察

携帯用ウェブサイトより、項目を選択、文字入
力することで110番通報する
指令室担当者と文字で直接対話しながら、事
件内容を通報し、指示を受ける

携帯ウェブ/
携帯電話

対話式メール110番
通報システム

携帯ウェブ/
携帯電話

携帯ウェブ/
携帯電話、小型専
用機器

電子メール/
携帯電話等

利用方法/端末

携帯用ウェブサイトより、項目を選択、文字入
力することで110番通報する。指令室担当者と
文字で直接対話しながら、事件内容を通報し、
指示を受ける。

小型専用機器を携帯電話の電源差込口に差し
込むと、自動的に消防局の専用ウェブサイトに
接続する。項目を選択することで119番通報す
る。

聴覚等の障がい者が、電子メールで119番通
報する。通報後には、消防本部から確認メール
が送られてくる。

サービス概要

新潟県警察
対話式メール110番

通報システム

愛知県のNPO法人日本レス
キュー支援協会が開発

携帯電話による
119番通報サービス

提供主体提供サービス

都道府県/市区町村消防本部
（2006年2月現在で52自治体から
提供）

メール119番
通報サービス

（参考）

（出典）（株）野村総合研究所調べ
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(1) 新たに優先的取扱いについて検討すべき事項
イ ＩＰ電話等による優先的取扱い

△
（※６）

－－－
ﾃﾞｰﾀ伝送系ｻｰﾋﾞｽ

→◎◎０ＡＢ～Ｊ
（いわゆるNGN等の
統合ＩＰ網の電話）

○→◎○→◎
（※５）

０９０、０８０
０７０

携帯電話(2G,3G)
PHS（電話）

その他災害時優先電話緊急通報（110､118､119番）番号体系種別

×

△→◎
A事業者：提供なし（システム未対応）
B事業者：提供なし（システム対応済）

○→◎
（※２）

IP電話

アナログ電話
ISDN（電話）

サービス

×
（※４）

０５０

◎
（※３）

０ＡＢ～Ｊ
（いわゆるNGN等の
統合ＩＰ網の電話以外）

◎
（※１）

０ＡＢ～Ｊ

優先的な取扱い実施状況

◎ 要件、 ○ 提供中、 △ 事業者により提供中、 × 現時点では提供していない

※１ 番号付与の際の要件としている。
※２ NTTについては、「１０２」による交換経由による優先的な取扱いも行っている。
※３ 番号付与の際の要件としている。ただし、一部の法人向けサービスについては代替手段があることを条件として緊急通報を取り扱わないものを認めている。
※４ 一部のサービス（BBフォン等）では、緊急通報の際に、アナログ電話回線に切替えることで緊急通報を確保するものがある。
※５ 携帯電話（第三世代）の緊急通報について、平成20年春において、一部の事業者の一部の番号において提供されない場合があり得る。
※６ 一部の事業者では障害復旧の際に回線を優先的に確保している。
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(1) 新たに優先的取扱いについて検討すべき事項
～ＩＰ電話による優先的取扱い～

【０ＡＢ～Ｊ番号を用いる電気通信役務の緊急通報・優先通信】
○ 現在、アナログ電話（加入電話）及びＩＳＤＮでは緊急通報及び災害時優先通信が提供されている。また、アナログ
電話、ＩＳＤＮ、０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話という０ＡＢ～Ｊ番号を用いる電気通信役務は、「国民生活に最も浸透した」サービ
ス「であることを踏まえれば、個人の利用者に対して提供される固定電話サービスについては、ＩＰ技術を用いたも
のも含めて、その実現が求められる」、「従来の固定電話の代替となる電話については、社会通念上、緊急通報が
求められる」（「電気通信番号に関する研究会」報告書、平成14年度）ため、電気通信番号規則に基づき、緊急通報
が利用可能であることが電気通信番号付与の要件とされている。

○ 重要通信の優先的取扱いを具現するに当たり、緊急通報と同様に重要な位置を占める災害時優先通信（輻そう
規制の対象外となる通信）は、０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話において電気通信事業者によっては必ずしも提供されているわけ
ではない。しかし、
① ＩＰ電話の利用数が1,590万件を超える（平成19年９月末現在1,595万件）などＩＰ化が急速に進展し、とりわけ、０
ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話は575万件であるものの前期比15.0％増と急速に増加している。
② ＰＳＴＮからＩＰ網への移行に伴い、アナログ電話から、いわゆる次世代ネットワーク（ＮＧＮ）等の統合ＩＰ網での電
話を含めた０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話への移行が考えられるが、その際に、国民生活の安全・安心の観点から、現行のア
ナログ電話との代替性が確保されることが必要であり、そのため、０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話において、現行のアナログ電
話で提供されている緊急通報及び災害時優先通信が提供されること（に加え、一定の能力を有する宅内電源の普
及が進展すること）が必要と考えられる。

○ これらを踏まえると、０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話を含めて、０ＡＢ～Ｊ番号を用いる電気通信役務に、災害時優先通信が利
用できることを要件化することが適当と考えられるのではないか。

○ なお、現在、 ０ＡＢ～Ｊ番号を用いる電気通信役務の緊急通報については、電気通信番号規則において、総務大
臣が特に認める場合に、緊急通報を取り扱わないものを認めている。例えば、 ０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話の一部の法人向

けサービスについて、緊急通報が利用可能なアナログ電話等の代替手段があることを条件として、緊急通報を取り
扱わないものを認めている。
災害時優先通信等の要件化に際しては、その対応にかかる期間を考慮して要件化を進めるとともに、総務大臣
が特に認める場合の扱いを同様に規定することが適当と考えられるのではないか。
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【携帯電話・ＰＨＳの緊急通報・優先通信】
○ 現在では、携帯電話・ＰＨＳの加入数が１億を超え（平成19年９月末現在１億429万）、我が国の人口数に近づい
ていることに鑑みると、上記０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話について「国民生活に最も浸透した」ものであることを踏まえて緊急
通報が利用可能であることを要件化したことと同様に、携帯電話・ＰＨＳについて緊急通報が利用可能であることを
要件化することが適当と考えられるのではないか。
また、災害時優先通信は、（海上保安機関や警察機関など）重要通信対象機関において、アナログ電話や０ＡＢ
～Ｊ ＩＰ電話のみならず、携帯電話・ＰＨＳを用いた通信のニーズが高いことから、災害時優先通信が利用できるこ
とを要件化することが適当と考えられるのではないか。

【災害時優先通信について】
○ 災害時優先通信は、災害等の非常時に、交換機、呼制御サーバ、通信端末等に登録された情報に基づき、発信
呼に重要通信の識別信号（優先フラグ等）を付す等の方法により、当該呼が輻輳規制の対象外となって、優先的に
取り扱われるもの。

○ 災害時優先通信の提供を要件化する場合、電気通信事業法第８条第３項に基づき、相互接続する場合の重要通
信の優先的な取扱いについて取り決めが必要となる。相互接続された網での信号は、標準化された手順（ＴＴＣ標
準ＪＴ－Ｑ３４０１）等が定められている場合は、それを使用することとなる。

○ また、災害時優先通信は、緊急通報のように、重要通信対象機関に係る全ての端末を災害時優先通信としてい
るわけでなく、重要通信対象機関の端末の一部を災害時優先通信としている。このため、規定方法については留
意が必要である。

(1) 新たに優先的取扱いについて検討すべき事項
～携帯電話等による優先的取扱い～
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（参考） 従来の優先的取扱いの具体的方法

電気通信事業法第８条は、電気通信事業者に対して、天災、事変その他の非常事態が発生したとき等において、災害の予防若しくは救
援等のための通信に加えて、公共のために緊急に行うことを要する通信を重要通信として、他の通信に優先して取り扱わなければならな
いとするとともに、重要通信を確保するために必要な場合、他のサービスを停止することができるとしている。
つまり、重要通信をサービスとして提供すること自体を義務付けるものではない。
なお、具体的にいかなる事態にどのような方法で重要通信を確保するかについては、サービスの内容やシステムの機能等の違いにより
一概に定めることはできないものであり、個々の事業者の判断に委ねているところ。
したがって、（例えば）１１０番、１１８番、１１９番といった緊急通報を提供していないことをもって電気通信事業法第８条に違反するという
ことにはならない。（注２）

ここで、電気通信事業法第８条のこれまでの解釈としては、具体的にいかなる事態にどのような方法で重要通信を確保するかについて
は、個々の事業者の判断に委ねられているところ。（注１）

（注１）「電気通信事業法及び日本電信電話株式会社等に関する法律の一部を改正する法律案」についての内閣法制局説明資料（平成１５年２月２７日）より。
（注２）電気通信事業法第１７１条第１項の規定に基づく意見の聴取「平成電電株式会社に対する電気通信事業法及び日本電信電話株式会社等に関する法律（平
成１５年法律第１２５号）による改正前の電気通信事業法第９条第１項に基づく第一種電気通信事業の許可について（重要通信の確保関係）」（平成１８年６月２１日）
における総務省総合通信基盤局電気通信事業部電気通信技術システム課説明より。

しかしながら、緊急通報や災害時優先電話自体を提供していない場合であっても、
○ 代替手段（利用者による緊急通報を扱う他事業者との契約）による緊急通報の確保（一部の法人向けサービス）
○ アナログ電話回線への切替えによる緊急通報の確保（一部のラインシェアリングによる０５０ ＩＰ電話）
○ 障害復旧の際の回線の優先的確保
○ 「１０２」による交換経由による優先的な取扱い
といった方法を講じている。

現状、アナログ電話、ＩＳＤＮ、０ＡＢ～Ｊ ＩＰ電話については、原則として、電気通信番号規則において緊急通報の取扱いを番号付与の要
件としている。

電気通信事業法第８条第１項では、「電気通信事業者は、天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれがあるときは、
災害の予防若しくは救援、交通、通信若しくは電力の供給の確保又は秩序の維持のために必要な事項を内容とする通信を優先的に取り
扱わなければならない。公共の利益のため緊急に行うことを要するその他の通信であつて総務省令で定めるものについても、同様とす
る」ことが規定されている。
第２項では、「総務省令で定める基準に従い、電気通信業務の一部を停止することができる」ことが規定されている。
第３項では、他の電気通信事業者と重要通信の優先的な取扱いについて取り決めることなどが規定されている。
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【第三者による緊急通報】
○ 近年、救援等必要な当事者が自分で緊急通報が出来ない場合などに、民間会社・自治体等の第三者が当事
者に代わって緊急通報を代行するサービスが出現し、緊急通報受理機関への通報方法が多様化してきている。
例えば、クルマのドライバーを対象に、携帯電話端末等を利用した第三者による緊急通報サービスが提供され
ている。これは、交通事故が発生した際に、エアバック等と連動することにより、自動でオペレーターとの通話
開始と同時にナビの位置情報の送信を行うことにより、通報を受けたオペレーターは状況を確認し、状況に応
じて消防・警察機関等へ救援を要請するサービスである。また、高齢者・障がい者等を対象に、ペンダント型無
線機等を利用して、緊急時に非常ボタンを押すことにより、救援等が必要な当事者に代わって緊急通報サービ
スも提供されている。

○ 現在、緊急通報を代行するオペレーションセンターと緊急通報受理機関側の通信は優先的取扱いが行われ
ているが、救援等必要な当事者と緊急通報を代行するオペレーションセンターとの間の通信は優先的取扱い
が行われていない。

○ 今後、高齢化社会、技術の高度化などと共に、救援等必要な当事者に代わって第三者が緊急通報を代行す
るサービスが増加すると考えられる。従って、災害時のみならず、花火・年末年始等で輻そうが発生した場合で
も、救援等に支障がないように対策を行うことが必要ではないか。現在の緊急通報は、１１０、１１８、１１９番の
番号を認識することにより、優先的取扱いを行っているが、将来は多様なサービスに対応した優先的取扱いが
できる仕組みにすることが必要ではないか。

(1) 新たに優先的取扱いについて検討すべき事項
エ 緊急通報受理機関への通報方法の多様化
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①通報 ③緊急通報

第三者機関を通じての緊急通報等への接続の現状 ①

緊急事態

障害者・高齢者・女性・子供

消防機関
警察機関

④現場急行

第三者機関による緊急通報サービスの仕組

ペンダント型無線機

②連絡・状況確認

オペレーションセンタ

【事例】
○ 障がい者・高齢者・女性・子供を対象に、ペンダント型無線機等を利用した緊急通報サービスが提供されてい
る。緊急時に非常ボタンを押すと、民間事業者のオペレーションセンターに発信し、通報を受けたオペレーター
が直ちに本人や家族に確認の電話を行い、状況に応じて消防・警察機関等へ救援を要請する。

○ クルマのドライバーを対象に、携帯電話端末等を利用した緊急通報サービスが提供されている。交通事故が
発生した際に、エアバック等と連動することにより、自動でオペレーターとの通話開始と同時にナビの位置情報
の送信を行うことにより、通報を受けたオペレーターは状況を確認し、状況に応じて消防・警察機関等へ救援を
要請する。

民間会社・自治体等の第三者が緊急通報するサービスの出現

（参考）

交通事故
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第三者機関を通じての緊急通報等への接続の現状 ②

（株）日本緊急通報サー
ビス、（株）ワムネット、セ
コム

交通事故・急病・ケガ・海でのトラブル等の緊急事態発生
時、オペレーションセンターへ通報を行う。オペレーション
センターは位置情報を取得するとともに、通報者と電話で
状況を把握。そして110番や119番に通報を行う。

音声、データ伝送／
GPS対応携帯電
話、車載専用端末

音声、データ伝送から
の電話リレーによる
緊急通報サービス

携帯ウェブ/
携帯電話

テレビ電話（フレッツ
フォン、FOMA機）

電子メール/
携帯電話等

音声、電波／ペン
ダント型・万歩計型
無線機、通報用電
話機

利用方法/端末

安全センター（株）、ホー
ムネット（株）

障がい者・高齢者・女性・子供を対象に、ペンダント型無
線機等を利用した緊急通報サービス。緊急時に非常ボタ
ンを押すと、民間事業者のオペレーションセンターに発信
し、通報を受けたオペレータが直ちに本人や家族に確認
の電話を行い、状況に応じて119番や110番に通報する。
タクシー会社や警備保障会社であれば、現場に出動し、
事態の把握・対処等を行う。

音声、電波からの
電話リレーによる
緊急通報サービス

新潟県警察

携帯用ウェブサイトより、項目を選択、文字入力することで
110番通報する
指令室担当者と文字で直接対話しながら、事件内容を通
報し、指示を受ける

対話式メール110番
通報システム

聴覚や言語等の障がい者が、テレビ電話で手話や筆談機
による連絡を行う。連絡を受けたオペレータは電話で取り
次ぎ、通報機関に連絡をする。

聴覚や言語等のがい者が電子メールで緊急通報する通
報内容について、オペレーターが警察・消防機関等に電
話で取り次ぎ、通報受理機関と通報者の連絡を仲介する

サービス概要

（株）プラスヴォイス、
（株）Loux等

テレビ電話からの
電話リレーによる
緊急通報サービス

㈱レスキューナウ「・ドッ
ト・ネット等、法人企業

電子メールからの
電話リレーによる
緊急通報サービス

提供主体提供サービス

（参考）

（出典）（株）野村総合研究所調べ
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特定の機関のみ対象とすべき理由を明確
化することが必要。

重要通信を必要とする機関のみ規
定可能。
社会情勢の変化に応じた見直しが
容易（社会的意義が低下した機関
を対象外とすることが容易）。

個別機関名を規定原則

特定業種・業務内容の設備保守会社等を
対象とすべき理由を明確化することが必要。

国・地方公共団体・病院等には、子会社概
念が当てはまらない。
業務関係はあっても資本関係のない機関
を対象とできない。重要通信を必要としな
い資本関係会社が含まれる。
資本関係終了後に廃止しない可能性。
資本比率（xx％）根拠の明確化が必要。

対象範囲が広がる可能性。
契約関係終了後に廃止しない可能性。
災害時優先通信のために契約関係とする
行為が出てくる可能性。

検討事項

重要通信を必要とする業種・業務
内容の機関のみ規定可能。

現在の重要通信対象
機関の設備保守会社
等のうち、業種毎・業
務内容毎に必要な具
体的機関を規定

追加
案３

現在の重要通信対象
機関の（xx％）子会社

現在の重要通信対象
機関の保守会社など、
契約・業務受委託関係
のある機関

一部の現在の重要通信対象機関
の災害対策・復旧事業は実質的に
保守会社等の契約・受託機関が実
施しているという実態に適合。

追加
案１

現在の重要通信対象機関と密接な
関係を有する機関に限定でき、対
象範囲の極端な拡がりは抑制可能。

追加
案２

利点

(3) 重要通信対象機関の追加・削除の検討 ①

対象機関の見直しに当たっては、全体の通信容量を考慮し、徒に重要通信の利用を増加させないよう留意が必要。
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【背景と基本的視点】
○ 重要通信（優先的取扱い）の対象機関は現在、電気通信事業法第８条及び電気通信事業法施行規則第５６条
に基づき、「重要通信を行う機関を指定する件」（平成１７年５月１７日総務省告示第５８４号）により個別具体的な
機関が定められている。
この機関について、近年における災害等の非常時における対応を踏まえ、一定の見直しを検討する必要がある。
既に、電気通信事業者等に対し、①社団法人日本エレベータ協会、②社団法人日本自動車連盟（ＪＡＦ）、③電力
会社・輸送会社の設備保守会社等から、重要通信を行う機関への指定の要望が寄せられている。
①エレベータについては、平成17年７月の千葉県北西部地震の際に、首都圏においてエレベータ閉じ込めが多
数発生し、各エレベータ管理会社の復旧拠点・情報センターと現地に向かう復旧要員との間の連絡が困難となっ
たため閉じ込めからの救出に支障を来したこと等に鑑み、②（社）日本自動車連盟については、各都道府県警察
本部又は都道府県との間において、災害時における車両撤去等に関する協定・覚書等を締結し、災害対策基本
法に基づく車両の移動等の業務に協力すること等に鑑み、③電力会社・輸送会社の設備保守会社については、
災害時における電力の供給の確保等のために応急・復旧業務を実質的に行うこと等に鑑みて、重要通信を行う機
関への指定を要望している。

○ 重要通信を行う機関は、電気通信事業法第８条により、「天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生する
おそれがあるとき」に「災害の予防若しくは救援、交通、通信若しくは電力の供給の確保又は秩序の維持のために
必要な事項を内容とする通信」、「公共の利益のために緊急に行うことを要するその他の通信であって総務省令で
定めるもの」とされている。
これは、非常事態において、災害対応、ライフライン確保、公共の利益のための緊急の通信等を行う者を対象と
するものであり、個々の自然人・法人の利益や業務の継続性を確保しようとするよりむしろ、公益の確保を目指す
ものである。従って、重要通信を行う機関についてはこのような観点からの検討が必要である。

○ また、重要通信を行う機関を増加させることは、災害等の非常時における輻輳・通信障害につながることがら、
安易に行わないことが必要である。これらについては、本研究会でヒアリングを行うなど、要望や規模を明確化し、
対応することが適当ではないか。

※【削減の可能性については、別途アンケートの結果を受けて対応】

(3) 重要通信対象機関の追加・削除の検討 ②
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【検討の方向性】
○ 具体的な規定方法としては、次のものが考えられる。
・ 原則は、個別機関名を規定することである。
これは、重要通信を必要とする機関のみを明確に規定可能である。さらに、社会情勢の変化に応じた見直しが容易（社
会的意義が低下した機関を対象外とすることが容易）である。
一方、特定機関のみ対象とすべき理由を明確化することが必要である。

・ 追加案１：現在の重要通信対象機関の保守会社など、契約・業務受委託関係のある機関を追加する。
これは、一部の現在の重要通信対象機関の災害対策・復旧事業は実質的に保守会社等の契約・受託機関が実施して
いるという実態に適合する。
一方、対象範囲が広がる可能性、一時的契約関係のある機関も対象となり契約関係終了後に廃止しない可能性、災害
時優先通信のために契約関係とする行為が出てくる可能性が考えられる。
・ 追加案２：現在の重要通信対象機関の子会社を追加する。
これは、現在の重要通信対象機関と密接な関係を有する機関に限定でき、対象範囲の極端な拡がりは抑制可能である。
一方、国・地方公共団体・病院等には、子会社概念が当てはまらず、業務関係はあっても資本関係のない機関を対象と
できない、重要通信を必要としない資本関係会社が含まれるほか、仮に規定する場合には資本比率の根拠の明確化が必
要である。
・ 追加案３：業種毎・業務内容毎に必要な具体的機関を規定する（一部の現在の重要通信対象機関の設備保守会社等）。
これは、重要通信を必要とする業種・業務内容の機関のみ規定可能である。
一方、特定業種・業務内容の設備保守会社のみ対象とすべき理由を明確化することが困難である。

○ 比較考察すると、
・ 追加案１の対象範囲の拡大の可能性に関しては、電気通信事業者において、従来から対象機関の電話等全てを優先通
信としているのではなくその一部を優先通信としていることと同様に、自社の通信容量を踏まえての優先通信の判断を行う
ことにより対応可能ではないか。なお、契約関係終了後に優先通信扱いが廃止されるよう、契約関係終了後の優先電話返
却を条件としたり、通信端末更改時や定期的（例えば毎年度）にチェックするなど、実態に即した優先通信扱いとしていくこ
とが必要ではないか。
・ 追加案２は、重要通信を行う機関として想定されるものは必ずしも子会社概念が当てはまらないため、必ずしも適当では
ないと考えられるのではないか。
・ 追加案３は、具体的理由次第で対応可能ではないか。また、対象となる機関が一定程度明確化するのではないか。

○ 本件については、ヒアリングの結果等を踏まえ、考え方を整理した上で、必要に応じて追加・削除すべく「重要通信を行う
機関を指定する件」告示を見直すことが適当と考えられるのではないか。

(3) 重要通信対象機関の追加・削除の検討 ③
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(4) 電気通信事業者網と自営通信網との役割分担

【災害対策機関内】

○ 消防、警察、海保など多くの災害対策機関については、自営無線網（固定系・移動系）を構築しており、
電気通信事業者網が途絶又は輻そうにより使用できない場合でも、当該機関内での通信が可能となる
よう対処している。

○ ただし、職員の緊急参集連絡、災害現場の調査団との連絡、被災地市町村との連絡、契約先・委託業
者への連絡等には、固定電話や携帯電話等の電気通信事業者網を利用している。

【災害対策機関相互間】

○ 災害対策機関相互の通信については、防災相互通信波（※）によって行うことができるが、防災相互

通信波が限られており、また、すべての無線機に装備されているとは限らない。

※ 防災相互通信波とは、主に災害現場において、国、地方公共団体、公共機関等が被害情報を共有し、防災活動を円滑に行うために使用される周波数。

○ そのため必要に応じて、固定電話や携帯電話等で補完的に連絡を取り合うことが必要。

【連携の一層の強化のための課題】

○ 自営通信網の方がより適している通信（例：災害対策機関内の災害対策用通信）であって、現在、電
気通信事業者網を利用しているものについては、自営通信網（例：ＭＣＡ無線等）の導入を検討する必要
があるのではないか。

○ 電気通信事業者網と自営通信網の役割を再検討し、電気通信事業者網の方がより適している通信
（例：職員の緊急参集連絡、災害現場の調査団との連絡、被災地市町村との連絡、契約先・委託業者へ
の連絡）については、必要に応じて、十分な災害時優先通信を確保する必要があるのではないか。
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２ 重要通信の疎通の確保における課題
とその対応（電気通信事業者側）
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(2) 輻そう発生時の帯域の確保

災害等の非常時において輻そうが発生した場合、重要通信の疎通に支障が生じることが考えられ
るため、ルーター、呼制御サーバ、無線アクセス区間等において、例えば、無線アクセス区間の重要
通信専用パス通過率の可変設定や、通話規制中でも緊急通報等を非規制とする機能等により、帯
域を確保することが必要ではないか。

【アナログ電話】
○ アナログ電話においては、災害時は被災地域からの通信により加入者交換局が輻そうし、自営網他地域からの
被災地へ通信により中継交換局が輻そうし、他事業者から被災地への通信においては関門交換局が輻そうするこ
とが多いため、これらに応じて発信側交換機に輻そう制御することにより重要通信の疎通を確保。

【ＩＰ電話】
○ ＩＰ電話においては、通信量が増大する場合には呼制御サーバの処理能力が過剰となり、輻そうすることが多い。
また、ＩＰ電話はアナログ電話に比べてサービス停止等の事故・障害が増加、長時間化していることから、従来のア
ナログ電話のノウハウを活かしつつ、新しいネットワークに即した輻そう制御技術の確立、ノウハウの蓄積を図るこ
とが必要ではないか。

【携帯電話・ＰＨＳ】
○ 携帯電話・ＰＨＳのおいては、災害時は無線アクセス区間が輻そうすることが多い。従って、無線アクセス区間の
重要通信専用パス通過率の可変設定や、通話規制中でも緊急通報等を非規制とする機能等により、帯域を確保
することが必要ではないか。また、音声とパケットの規制を独立に行うことができる仕組みが導入されたことにより、

柔軟な運用が可能となっていると共に、緊急呼等の音声通話を確保し、安否確認等の一般の通信は災害用伝言
板等でより確実に行えるようにすることが適当ではないか。

○ 無線アクセス区間の重要通信専用パス通過率の可変設定は、重要通信対象機関に対するアンケート調査による

と、83%が導入を望んでいる。
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災害時優先電話のネットワーク構成概要

アナログ電話 IP電話 携帯電話

基地局

中継
交換局

関門
交換局

加入者
交換局

収容
ルータ

輻そう

↑自社網
↓他社網

関門
交換局

移動通信
交換局

基地局
制御装置

無線区間輻そう

SG

MG：Media Gateway
SG：Signaling Gateway

(輻そう)

(輻そう)

制御信号音声

関門
交換局

↑自社網
↓他社網

音声 制御信号

MG

VoIP
ルータ

輻そう

IP電話網

輻そう

輻そう

（被災地内からの通信）

（他社から
被災地への通信）

（自社他地域から
被災地への通信）

他中継交換局→

(輻そう)

優

優

優

優先フラグ付与

優先フラグ付与

優先フラグ付与

（参考）

発信規制

輻そう規制
技術の確立、
ノウハウの蓄積

SIPｻｰﾊﾞ

重要通信専用パス
通過率の可変設定
などの無線アクセス
区間の帯域確保

関門
交換局

(輻そう)

関門
交換局

↑自社網
↓他社網

制御信号音声

発信規制

発信規制
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無線アクセス区間における緊急通報の取扱い

課題

×

規制中

緊急通報発信
(110/118/119番)

・無線区間の通話規制に
おいて、発信動作自体
が出来ない。
・発信先が緊急通報受理
機関かどうか判別不可。

改善策

規制中

緊急通報発信
(110/118/119番)

・無線区間の通話規
制において、緊急通
報発信時に発呼信
号を送出することで
発信動作が可能。

※同機能に対応した機種のみ

ダイヤル番号で
緊急通報かを判別

無線区間において、規制中でも緊急通報は規制を受けない仕組みを導入

○

（出典）第３回「重要通信の高度化の在り方に関する研究会」資料３－７「重要通信確保の現状と課題」（ソフトバンクグループ、平成19年12月21日）より作成。

（参考）
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無線アクセス区間における災害時優先電話の取扱い

課題

×

規制中

災害時優先電話

・無線区間の通話規制に
おいて、発信動作自体
が出来ない。

改善策

規制中

災害時優先電話

・無線区間の通話規
制において、規制信
号の影響を受けない
仕組みにすることで
発信動作が可能。

※同機能に対応した機種のみ

無線区間において、規制中でも災害時優先電話は規制を受けない仕組みを
導入

○

（出典）第３回「重要通信の高度化の在り方に関する研究会」資料３－７「重要通信確保の現状と課題」（ソフトバンクグループ、平成19年12月21日）より作成。

（参考）
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無線アクセス区間の帯域の確保

交換機

規
制 優先＋緊急呼

＋一般＋公衆移動機

優先または緊急呼

アクセス系通話回線

一般通話

重要通信

交換機

規
制

重要通信優先レーン
入口の規制

優先＋緊急呼
＋一般＋公衆移動機

優先または緊急呼

アクセス系通話回線

一般通話

重要通信

※重要通信専用レーン数は可変可能で、地域ごとに設定可能

災害時等の輻そう時において重要通信（優先電話・緊急通報）のみを疎通さ
せる帯域を持たせる機能を導入

・無線区間が既に一杯で
あった場合は、どの端
末も発信できない。

課題 改善策

・常に重要通
信のための
帯域を確保。

（出典）第３回「重要通信の高度化の在り方に関する研究会」資料３－８「重要通信の現状及び課題について」（株式会社ＮＴＴドコモ、平成19年12月21日）より作成。

（参考）
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携帯電話・PHSにおける音声とデータの規制

同じ規制値

規制

音声

パケット

基地局

30%

OK
OK
NG
NG
NG

OK
OK
NG
NG
NG

30
%

音声とパケットの規制を独立に行うことができる仕組みを導入

・柔軟な運用
が可能。

課題

音声

パケット

規制

100%

OK
OK
NG
NG
NG

OK
OK
OK
OK
OK

30
%

分離
基地局

改善策

・同じ規制値でしか
運用できない。

（参考）
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(3) 通信時間の制限

災害時の通信需要の急増 → 発信規制
発信規制により一般端末は通信が不可能 → 一般の人の安否確認などの通信需要も強い
（※一般の人の安否確認には、災害用伝言ダイヤル、災害用伝言板等も利用可能）
通信時間を制限 → 時間制限あるが繋がり易い状態（より多くの人の通信を確保）
通信できた利用者によるかけ直し（再呼）の減少 → 通信需要の減少

留意点：通信時間制限のコンセンサスが必要。
無線区間の輻そうに対しては有効と考えられる。
なお、呼数増加による呼処理の量の増大により回線交換機・呼制御サーバの負担が上昇。
通信できない利用者による再呼は減少しない一方、通信できた利用者の再呼減少により一定のトラヒック減少が見込まれる。

背 景

○通信制限時間：呼量に合わせて通信時間を制限/又は固定時間（30秒、２分、３分等）
（参考）災害用伝言ダイヤルの録音時間は30秒。平時の平均保留時間は約２分程度。

市内（単位料金区域内）一度数当たり通信可能時間は３分。旧日本電信電話公社時代の公衆電話打ち切り時間は３分。
○制限対象：一般端末のみ/又は優先端末でも通話時間非制限と制限にクラス分け
○通信開始時：通信制限時間を表示（携帯電話等）/又は音声案内など
○通信制限時間（切断）前：バイブレーション（携帯電話等）/又は警告音など（通話制限時間のｔ秒前から複数回など）

検討項目

トラヒック（呼量）＝単位時間当たりの呼数×平均保留時間
↑ ↑

発信規制：重要通信確保、少人数が通信可 通信時間制限：多くの人が通信可

○ 発信規制との組合せ（発信規制を免れた一般端末への通信時間制限の適用）が、交換機負荷等を容量の範囲に抑え、また、
一般端末の長時間回線占有により優先端末が接続出来なくなることを防ぐために有効。

その他

（出典）「災害時の重要通信確保のための研究－通信時間制限と非常時マルチシステムアクセス－」
（情報通信研究機構 第２回会合（平成19年12月７日））、電気通信事業者へのヒアリングなどから編集
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１ ＭＣＡ無線システムとは

ＭＣＡ（※）方式を利用した陸上移動通信分野における業務用無線システム。昭和５７年にアナログ方式で
開始され、平成６年にデジタル方式が導入された。主に陸上運輸、製造販売等の分野で利用されている。
１回の通話時間は３分から５分に制限されているが、混信のないクリアで秘話性の高い通信が可能であり、
同報（一斉指令）機能を備えている。また、比較的低廉な料金で使用ができる。

（※） Multi Channel Access System
電波の有効利用技術の１つであり、一定数の周波数を多数の利用者が共同で利用する仕組み。

２ ＭＣＡシステムの構成

（参考） ＭＣＡにおける通信時間の制限 ①

指令局

移動局

指令局

移動局

MCA制御局

指令局

移動局

通話用チャネル 制御用チャネル

※ ＭＣＡ制御局 指令局と移動局、移動局相互の通信を中継するための無線局。
サービスエリアは半径約15～30キロ。

指令局 利用者の事業所等に設置する無線局。
制御用チャネル 各利用者の接続要求に応じて通話チャネルを指定するための電波。

制御チャネル1波に対して通話チャネル15波。
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３ 通話時間制限機能の概要

ＭＣＡを運営している財団法人移動無線センター（ＭＲＣ）と財団法人日本移動通信システム協会（ＪＡＭ
ＴＡ）とでは多少の機能・サービスの違いはあるが、概ね次のとおり。

① 通話時間の制限は、アナログでは最大３分間、デジタルでは最大５分間で運用しており、1分毎の設定
変更が可能となっている。

② 通信輻そう時には、通話時間を短く設定することにより、利用者が公平に使用できるようにしている。

③ 設定は、遠隔にて制御局制御装置の設定を変更する。

④ 通話時間を越えた場合、自動的に予約（待ち受け）状態となり、チャンネルが空き次第チャンネルが自
動的に割り当てられ、通話が可能となる。

⑤ 通信輻そう時も、自動的に予約（待ち受け）状態となり、チャンネルが空き次第チャンネルが自動的に割
り当てられ、通話が可能となる。

⑥ 災害対策支援活動等に関しては、指定されたユーザに対して優先権を設定し、通信輻そう時において
も他の一般通信より優先的に接続されるようにしている。

（参考） ＭＣＡにおける通信時間の制限 ②

【主要諸元】

平成6年（1994）平成15年（2003）昭和57年（1982）サービス
開始時期

5分間以下4分間以下3分間以下通話時間

TDMA/FDDTDMA/FDD二周波単信通信方式

M16QAM､M4PSK､M64QAMπ/4ｼﾌﾄPSK周波数変調変調方式

制御局 40W以下
指令局 2W以下
陸上移動局 2W以下

制御局 40W以下
指令局 2W以下
陸上移動局 2W以下

制御局 40W以下
指令局 10W以下
陸上移動局 10W以下

出力

デジタル方式デジタル方式アナログ方式

1.5GHz帯800MHz帯
周波数
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1970年（昭和45年）１月30日から1972年（昭和47年）11月11日までの間、公衆電話から市内
通話「３分打ち切り」が実施されており、３分を過ぎると自動的に打ち切られるが、打ち切り30
秒前に予報音のチャイムが２回鳴り、通話打ち切りを予告する仕組みになっていた。

○ 1969年（昭和44年）公衆電話の市内通話、3分打ち切り決まる

公衆電話から市内通話「３分打ち切り」が昭和45年（1970）１月30日の東京都心部を皮きりに
順次開始されました。これは、公衆電話の長話を防止するために行なわれたものでした。３分
を過ぎると自動的に打ち切られますが、打ち切り30秒前に予報音のチャイムが２回鳴り、通
話打ち切りを予告する仕組みになっていました。

○ 1972年（昭和47年）市内電話の料金度数制を改め、時間制採用

これまでの通話制度は、市内通話であれば７円で時間に制限なく通話ができるのに対し、市
外通話は距離と時間によって課金されることになっており、市内通話と市外通話の料金格差
は著しいものがありました。これを解消するために、通話料金の合理化案が検討され、昭和
47年（1972）11月12日から実施されました。この広域時分制は、最低通話料区域を加入区域
から単位料金区域まで拡大するとともに、加入区域内は無制限で通話できる「度数制」を「時
分制」に改め、市内通話と市外通話の料金上の格差をなくしたものです。

（参考） 以前における公衆電話の通信時間の制限

（出典） http://park.org/Japan/NTT/MUSEUM/html_ht/HT969030_j.html

http://park.org/Japan/NTT/MUSEUM/html_ht/HT972030_j.html



呼数
（Call Attempts/hour）

呼量（ｅｒｌ）

平時のトラヒック

通話時間制限により
平均保留時間を平時
の1/2に抑制した場合

最繁時

ネットワークで処理可能な
トラヒックの範囲

呼処理能力の引き上げが必要

呼処理能力の限界を
超えるため困難

通話時間制限時の
期待処理呼数

平時の最大運用点

災害時の運用点

１００万 （注１）

３４,０００ （注２）

（注１）一般的な電話交換機の呼処理能力

（注２）平均保留時間を2分とした場合の呼量

◎通話時間制限により重要通信の通話可能呼数を増やす効果は期待できるものの、十分な効果を得るために
は呼処理能力の上限を大幅に引き上げる必要があり多大なコストを必要とする。

◎輻輳のボトルネックになりやすい無線アクセス区間での重要通信確保の対策としては、例えば無線チャンネ
ルの空きがない場合には一般呼を強制切断して重要通信を疎通する等の対策がより効果的と考えられる。

通話時間制限時の
運用点

呼処理能力の限界値
（CPU能力で決まる）

回線容量の限界値
（回線数・伝送帯域で決まる）

（参考） 電話網における呼数と呼量の関係

28
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（参考） 優先度・通信時間制限における課題

将来課題

◆検討項目
・重要な機関等の種類に応じて複数の
優先度を設定するとともに、状況によ
り最適な優先度の重み付けを決定す
る技術を確立
・通信状況に応じて、通話時間制限等
新たな通信規制に最適な運用パラ
メーターを設定するための技術を確立

通信状況を判
断し強制切断

機関により優先度
を適切に設定

一般

優先レベル１

優先レベル２

優先レベル３

現 状

◆問題点
・重要通信を行う機関が多々あるにも
かかわらず、ネットワーク上での重要
通信識別は１種類のみ。
・重要通信を行う機関同士においても
長時間の占有等により利用の不均
衡が発生。 優先又は一般

の２種類のみ

一度接続すれ
ば切断されない 一般

優先
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（参考） 優先度・通信時間制限についてのこれまでの提言

第１部 災害対策・危機管理分野

第５章 実現に向けた４つの課題

５．２ 将来像の実現のために解決すべき４課題

(4) 利用・普及促進面の課題

イ 重要通信を効果的に確保するためのルールが未確立

① 重要通信を行う機関が多々あるにもかかわらず、ネットワーク上での重要通信の識
別は１種類のみ。

② 重要通信を行う機関同士においても長時間の占有等により利用の不均衡が発生。

「安心・安全な社会の実現に向けた情報通信技術のあり方に関する調査研究会」

最終報告書（抜粋） 平成19年3月19日
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（参考） 通信時間の制限についてのこれまでの提言

５ 携帯電話における重要通信確保のための技術的検討

(1) 携帯電話の無線区間における重要通信・緊急通報の確保対策

（略）

また、災害時等における輻そうのなかで、より多くの人が通信できるための方法として、個々
の通話時間を制限することの有用性についても通信総合研究所で検討が行われており、実
現方式等も含め詳細な検討をしていくことが必要である。災害等の非常時においては、携帯
電話に限らず、固定電話や公衆電話等でも通話時間を制限することによって、より多くの人
の通話の疎通が確保される可能性があることから、通話時間の制限に向けて、輻そう時の有
効性について更に技術的な検討を進めるとともに、利用者の理解を求め、コンセンサスが得
られるようであれば、具体的な方策等について検討を行うことが必要である。

「電気通信事業における重要通信確保の在り方に関する研究会報告書」（抜粋）

平成15年7月総務省
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安否確認をする際に重視すること

つながりやすければすぐに切れてもＯＫ

福岡県西方沖調査

76.2

15.8

6.2

短い通話（３０秒程度）でもかまわないの

で、すぐに、相手にじかにつながること

すぐにではなくても、必ず、相手にじかに

つながること

すぐに、相手には同時につながらなくと

も、伝言板のような記録・登録媒体で確

認できること

（参考） 通信時間の制限について

（出典）「災害時の情報ニーズ 情報通信と関連して」（中村座長代理 第２回会合（平成19年12月７日））
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（参考） 通信時間の制限についての調査

2005年7月千葉県北西部地震と災害通信の問題
４ 災害時の通信・・・・・中村 功（東洋大学社会学部）

４．３ 「通話時間を短くして、災害通信を確保すること」はよい仕組みと思うか

（略）

輻輳時には一人あたりの通話時間を短くして（強制的に通話を切断して）、より多くの人につな
げるようにするアイデアは受け入れられないか、とたずねてみた。すると、全体の78.9％の人が
「短い時間（30秒程度）でもかまわないので、電話を確実につながるようにして欲しい」という意見
に賛成であった。この方策は、もし実現すれば一般に受け入れられそうである。

こうした仕組みは技術的にはそれほど難しくないと思われる。というのは、実際に1960年代の
後半には、待ち時間を短縮する目的で、公衆電話の３分打ち切り制度が実施されたことがあるの
である。

また、携帯電話についてもこうしたアイデアはすでにあり、特許がとられている。（特許番号：特
許第３４７７４９８、登録日2003/10/3、発明の名称：通話規制方法、特許権者：独立行政法人通信
総合研究所、http://koukai.nict.go.jp/doc/result/kouhou3477498.pdf）この特許はまだアイデア
段階の特許といえるが、その内容は、①災害時の輻輳問題を解決することが目的、②輻輳が激
しくなるほど通話できる時間を短くする、③通話が切れる何秒か前に警告音を入れる、④一度つ
なげた番号からは再呼があっても一定の時間は接続しない、というものである。こうした仕組は、
実際にどれだけ通話時間を短くしたらどれだけ通じやすくなるのか、という試算をする必要がある
が、真剣に検討する価値があるのではないだろうか。

「災害情報調査研究レポート③」（抜粋） 2006年3月31日、東京大学・東洋大学 災害情報研究会

（出典）「災害情報調査研究レポート③」（抜粋） 2006年3月31日、東京大学・東洋大学 災害情報研究会
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(4) 優先度のクラス分け ①

利用者の優先度の設定変
更を受けて、事業者のネット
ワーク側での対応が必要で
あり、緊急時の運用が複雑。

同上

上記に加え、各機関に対す
るクラス別の台数管理の公
平性確保が課題。

同上

同上

現在は、優先/一般（又は最
優先/優先（公衆）/一般）し
かクラスがなく、変更が必要。
ＴＴＣ標準（ＪＴ－Ｑ３４０１）等
の改正が必要。

事業者への影響

緊急時の運用が
複雑。
ＳＩＭカード遠隔
書換失敗可能性。

運用がやや複雑

大部分が②優先
で、③優先が少
なく、リソース産
出効果少ない

優先度が低くな
る機関への対応

検討事項

きめ細かい
優先度の割
振りが可能

同一機関内で端末により優先度を分ける。案４

きめ細かい
優先度の割
振りが可能

機関別（案１～３）に加え、機関内でも優先度を分ける
（②機関では優先度２・３、③機関では優先度３のみ）

案５

本来重要な
機関自体が
最優先とな
る

①緊急通報
②本来機関（対象機関として明記されている機関）の優
先通信
③契約・受託機関の優先通信（対象機関見直しに連動）

案３

災害等対策
に必要な機
関が最優先
となる

①緊急通報
②災害対策基本法・武力攻撃事態法の指定（地方）行政
機関・指定（地方）公共機関（注）の優先通信
③②以外の機関の優先通信

案２

非常にきめ
細かい優先
度の割振り
可能

時間・場所・状況別に優先度を分ける
（例）30分/60分/３日/１週間、被災地/被災地外、

被災地の対策機関/応援機関 など
（米国ＧＥＴＳのようなＩＤポータビリティ的運用も検討）

案６

①緊急通報
②国民の生命又は身体を保護する機関（人命救助機関）
及び国又は地方自治体の優先通信
③②以外の機関（輸送・通信・電力・ガス・新聞・金融
等）の優先通信

緊急度の高
い機関が最
優先となる

案１

利点

（注）災害対策基本法第二条に定める指定行政機関・指定地方行政機関・指定公共機関・指定地方公共機関、武力攻撃事態等における我が国の平和と独立
並びに国及び国民の安全の確保に関する法律に第二条に定める指定行政機関・指定地方行政機関・指定公共機関

※ なお、合わせて費用負担の在り方を検討が必要であるのではないか。
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【背景と問題意識】
○ 優先度のクラス分けについては、「電気通信事業における重要通信確保の在り方に関する研究会報告書」（平
成15年7月総務省）で提言されたが、現在までのところ実施されていない。

○ 国際的には、３ＧＰＰのｅＭＬＰＰ（enhanced Multi-Level Precedence and Pre-emption service）では、最大７つの
優先レベルが定義されており、ユーザに対し優先レベルを割り当てることができるとされている。

○ 米国では、GETS （Government Emergency Telecommunications Service）、WPS （Wireless Priority Service）、
TSP （Telecommunication Service Priority）とも、
①行政府指導者、政治家、②災害対応、軍事命令・指揮、③公衆衛生、安全、法執行、
④公共サービス、公共福祉、⑤災害復旧
の５段階の優先順位（一般を除く）に分かれている。

○ 英国では、2004年民間緊急事態法(Civil Contingencies Act 2004)に基づき、
①第一種対応者（警察、消防、地方自治体、国営医療機関）、
②第二種対応者（交通事業者、公益事業者、健康安全管理庁）
の２段階の優先順位（一般を除く）に分かれている。

○ 国内の状況を見ると、ＴＴC標準（ＪＴ－Ｑ３４０１）では、ＮＧＮについて、
①オペレータ、②一般、③優先、④試験、⑤公衆の５種類が設定されている。
また、ＮＴＴ東西の次世代ネットワーク（ＮＧＮ）では、
①最優先、②高優先、③優先、④ベストエフォートの４種類が想定されている。

○ このような状況の中、災害等の非常時における輻そうの下でも、特に重要な通信の疎通を確実に確保するため
には、優先度のクラス分けを行うことが有効ではないか。

(4) 優先度のクラス分け ②
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【考えられる案】
○ 具体的な優先順位としては、例えば次のものが考えられる。
・案１：①緊急通報

②国民の生命又は身体を保護する機関（人命救助機関）及び国又は地方自治体の優先通信
③②以外の機関（輸送・通信・電力・ガス・新聞・金融等）の優先通信
これは、緊急度の高い機関が最優先となる一方、優先度が低くなる機関への対応が必要となる。

・案２：①緊急通報、
②災害対策基本法・武力攻撃事態法の指定（地方）行政機関・指定（地方）公共機関の優先通信
③②以外の機関の優先通信
これは、災害等対策に必要な機関が最優先となる
一方、大部分が最優先で、二番優先が少なく、リソース産出効果が少ない。

・案３：①緊急通報
②本来機関（対象機関として明記されている機関）の優先通信
③契約・受託機関（対象機関見直しに連動）の優先通信
これは、本来重要な機関自体が最優先となる。

・案４：同一機関内でも端末により優先度を分ける。
これは、きめ細かい優先度の割振りが可能である。

・案５：機関別（案１～３）に加え、機関内でも優先度を分ける（②機関では優先度２・３、③機関では優先度３のみ）
これは、きめ細かい優先度の割振りが可能となる一方、運用がやや複雑である。

・案６：時間・場所・状況別に優先度を分ける
（例）30分/60分/３日/１週間、被災地/被災地外、被災地の対策機関/応援機関 など
（米国ＧＥＴＳのようなＩＤポータビリティ的運用も検討）
これは、非常にきめ細かい優先度の割振り可能となる。
一方、緊急時の運用が複雑である。
また、ＳＩＭカードを遠隔書換すると、失敗して使用不可能となってしまう可能性がある。

(4) 優先度のクラス分け ③
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【検討の方向性】

○ 比較考察すると、
・ 案１は災害対応の緊急度を考慮している。
案２は災害対策基本法などの他の法体系を形式的に引用している。
案３は本来機関か否かを考慮している。

・ また、例えば、米国では、機関を５段階に分けているのみならず、機関内についても最大５段階に
分けている。きめ細かく分けることにより、優先度を効果的に活用するとともに、リソースを有効活用
することを考えれば、案１～３と案４とを組み合わせる案５も考えられるのではないか。

・ 案６のＴＰＯ（時間・場所・状況）別に優先度を分けることは、きめ細かい対応の点から理想的であ
るが、具体的にどのように運用するかさらに検討が必要である。米国ＧＥＴＳのようなＩＤポータビリ
ティ的運用が考えられれば可能となることも考えられるのではないか。

(4) 優先度のクラス分け ④
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【問題意識】
○ 新潟県のプレゼンテーションを受けた第４回会合の議論
災害等の非常時において、通信中であっても、より優先度の高い相手方からの通信を受信することができ
（通信中の通信に対して切断する旨の警告・メッセージが必要）、一方、優先度の低い相手方からの通信に
ついては転送できるような機能が、現実的に災害時に役に立つと考えられる。

○ 3GPP （Third Generation Partnership Project）の「eMLPP （enhanced Multi-Level Precedence and Pre-
emption service)」における「高い優先度を有する呼を優先的に接続するための機能（Pre-emption）」

（参考） 呼の優先について

・ 優先接続機能（Pre-emption）が設定されている優先レベルについては、優先接続が行われる。
－ 一方、優先レベルが設定されていない呼については、呼を列に並ばせる（通話待ち）

－ eMLPPに加入している受信者は、基地局（Mobile Station）に対して、かかってくる呼への自動返答
（automatic answer a call）を設定することができる。

－ 基地局が混雑している場合、優先接続を行う為に、低優先レベルの呼が開放（切断）（pre-empted）
されたり、適切な指示を受けたり（call hold）することができる。

－ 呼の自動返答（automatic answering）や呼の開放（切断）（pre-empted）を行う優先レベルの定義は、
基地局に登録されており、eMLPP加入者によって変更することができる。

－ 基地局が呼を受けない場合や、受信者が呼を受けない場合、その呼は別の機関へ転送されるの
が望ましい。

－ 基地局が優先接続時に低優先レベルの呼を開放（切断）できない場合、高優先レベルの呼は待機
状態となり、受信者は後で接続することができる。受信者が待機状態を拒否した場合は、別の機関へ
転送されるのが望ましい。

（第４回会合資料４－９「海外における重要通信の確保について」をもとに作成）
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（参考） 優先度のクラス分けについてのこれまでの提言

５．携帯電話における重要通信確保のための技術的検討
(1) 携帯電話の無線区間における重要通信・緊急通報の確保対策
さらに、米国のＷＰＳ（編注：Wireless Priority Service：携帯電話における優先取扱いシステ
ム）では優先加入者をクラス分けして通話の優先順位を規定しているように、特に重要な通
信の疎通を確実に確保するためには、優先度のクラス分けを行うことが有効である。

(2) 第３世代携帯電話における重要通信・緊急通報の確保対策
③ 我が国における今後の取組
米国のＷＰＳが活用しているｅＭＬＰＰ（編注：enhanced Multi-Level Precedence and Pre-
emption service：優先割り当て機能）の優先度の設定は、効果的な通信規制を実施するため
に有効な機能であり、我が国の第３世代携帯電話のシステムに導入していくことが考えられ
る。このように、優先度のクラス分けを行う場合には、携帯電話事業者共通の基準と運用
ルールの策定が必要である。

７．今後の取組
(3) 携帯電話における重要通信確保のための今後の取組
① 無線区間における輻そう対策の強化
重要通信をより確実に確保する方法として、優先度のクラス分けを行うことも有効であり、今
後、優先度のクラス分けを導入する場合には、各携帯電話事業者が共通の基準に従って、
優先取扱いが行われるよう、国が必要な基準を定めることが必要である。

「電気通信事業における重要通信確保の在り方に関する研究会報告書」（抜粋）

平成15年7月総務省
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（参考） 米国における優先度のクラス分け【仮訳】

Continuity of government and national security leadership; 
EOC coordinators/directors
政府機関の継続性を確保する機能、国家安全保障の指導者、
緊急運用センターの調整者・指示者

Category#2: Disaster Response/Military 
Command & Control
分類２：災害対応、軍事命令・指揮

President, Governors, Lt Governors, City/County leaders, 
Cabinet officers, key senior staff
大統領、州知事、市長、カウンティの長、連邦政府長官、主要上
級幹部等

Category#1: Executive Leadership/ Policy 
Makers
分類１：行政府指導者、政治家

Medical resources; sheltering; infrastructure damage 
assessment; DFO
医療資源、避難、インフラ損害評価、ＤＦＯ

Category#5: Disaster Recovery

分類５：災害復旧

COE leadership; water/Sewage/telecomm/transportation 
leadership
ＣＯＥの指導者、水道・下水道・通信・運輸の指導者

Category#4: Public Services/Utilities and 
Public Welfare
分類４：公共サービス、公共福祉

Senior command levels of law enforcement, fire and public 
safety functions
法執行機関・火災対応・公共安全機能における上級指揮レベル

Category#3: Public Health, Safety, Law 
Enforcement
分類３：公衆衛生、安全、法執行

Examples
具体例

User Classification
利用者の分類

※ 和訳は仮訳

※ 英文出典 http://www.ncs.gov/tpos/docs/0924/WPS.ppt
「非常時における通信運用技術に関する調査研究報告書」（抜粋）平成19年3月財団法人テレコム先端技術支援センター
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付属資料f
発ユーザ種別について

（出典）社団法人情報通信技術委員会（ＴＴＣ） 「JT-Q3401第1.0版プレスリリース
http://www.ttc.or.jp/j/info/release/news20071128_JT-Q3401.pdf 」より引用。

（参考） ＴＴＣ標準（ＪＴｰＱ３４０１） ①

TR - 9025 約80頁

Q.3401記載項目
接続形態、番号方式、
信号方式等

TTC規定事項
SIPメッセージの設定内容、
空き番号ﾄｰｷ等

信号毎M/O表
ｵﾌﾟｼｮﾝ項目表

Q.3401
信号プロファイル
RFC選択等
ｵﾌﾟｼｮﾝ規定あり(may)

約40頁

【TTC技術レポート】 【 ITU – T勧告】
【新TTC標準構成】

本文 JT - Q3401
Q.3401翻訳

送信： Dynamic 受信：Static

TR - 9022 約40頁

網付与ﾕｰｻﾞ ID情報転送
番号系IW
番ポ IW

置き換え

付属資料 ｂ～ｈ
SIPメッセージの設定内容、
空き番号ﾄｰｷ、番号系IW等

フォールバック接続、
TCP等

付録 i~iii
フォールバック接続、
TCP 、番ポ IW

シーケンス例
付録 iv
オプション項目表

付属資料 ａ

規定の明確化項目

オプション項目

付録 v
信号毎M/O表（ Dynamic )

付録 vi
シーケンス例

TR - 9025 約80頁

Q.3401記載項目
接続形態、番号方式、
信号方式等

TTC規定事項
SIPメッセージの設定内容、
空き番号ﾄｰｷ等

信号毎M/O表
ｵﾌﾟｼｮﾝ項目表

Q.3401
信号プロファイル
RFC選択等
ｵﾌﾟｼｮﾝ規定あり(may)

約40頁

【TTC技術レポート】 【 ITU – T勧告】
【新TTC標準構成】

本文 JT - Q3401
Q.3401翻訳

送信： Dynamic 受信：Static

TR - 9022 約40頁

網付与ﾕｰｻﾞ ID情報転送
番号系IW
番ポ IW

置き換え

付属資料 ｂ～ｈ
SIPメッセージの設定内容、
空き番号ﾄｰｷ、番号系IW等

フォールバック接続、
TCP等

付録 i~iii
フォールバック接続、
TCP 、番ポ IW

シーケンス例
付録 iv
オプション項目表

付属資料 ａ

規定の明確化項目

オプション項目

付録 v
信号毎M/O表（ Dynamic )

付録 vi
シーケンス例

(注:付属資料は仕様の一部である。付録は参考資料であり、仕様ではない。)

NGN NNIのTTC技術レポート(TR-9025)を、国際標準ベースへ移行しTTC標準を制定

構成は、ITU-T勧告部分の和訳部分の本文、および、次世代IPネットワーク推進フォー
ラムの要望等により、TRに盛り込んだTTC独自の規定を付属資料／付録資料として、
規定／記述の追加

TTC標準JT-Q3401の概要
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ＳＩＰ－ＩＳＵＰの
変換に関する規定

優先扱いの表示

（出典）社団法人情報通信技術委員会（ＴＴＣ）「JT-Q3401第1.0版より引用」。

（参考） ＴＴＣ標準（ＪＴｰＱ３４０１） ②
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一般発ユーザを示す

優先扱いは ＜ Priority ＞

（参考） ＴＴＣ標準（ＪＴｰＱ３４０１） ③

（出典）社団法人情報通信技術委員会（ＴＴＣ）「JT-Q3401第1.0版より引用」。
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（５） ＩＰ化でのネットワーク全体の運用ルール

ＩＰ化の進展に伴って、音声、データ、映像等がオールＩＰ化されていくが、その際に重要通信の確保が
円滑になされるようネットワーク全体の運用ルールを速やかに確立しておくべきではないか。

【各社ネットワークのＩＰ化】
○ 日本電信電話（株）は、2007年11月に公表した次世代ネットワーク（NGN）のサービス展開計画の中でNGNの商用
化を2008年３月に東京・大阪等の一部エリアで開始することとしており、商用化開始時にベストエフォートサービス
に加え、高品質のＩＰ電話・テレビ電話及びマルチキャスト等のコンテンツ配信向けサービスといった品質確保方の
サービスを提供することとしている。その後、2008年度内にエリアを政令指定都市へ拡大し、県庁所在地都市への
展開も開始、2010年度までに現行Ｂフレッツのサービスエリアまで拡大する予定である。なお光アクセスについては、
2010年に2,000万の契約数を見込んでいる。

○ KDDI（株）においては、2003年10月に、FTTHにより、映像、高速インターネット、高品質なＩＰ 電話のトリプルプレイ
サービスを開始し、2005年2月には、加入者電話回線（メタル回線）をＩＰ ネットワークに直接接続するサービスを開
始している。また、2004年9月に発表された固定電話網のＩＰ化計画に沿って、現在、中継電話網のＩＰ化を順次進め
ているところである。さらに、2005年6月には、CDMA2000システムの更なる高速化や、様々な通信システムの相互
補完によるシームレスなサービスを提供するための次世代通信インフラとして、固定移動統合網である「ウルトラ
3G」の構築を推進することを発表している。

○ ソフトバンクテレコム（株）においては、2000年にＩＰ－ＶＰＮとＶｏＩＰサービスの複合サービスを開始し、2005年に
FTTHによる映像、高速インターネット、高品質なＩＰ電話のトリプルプレイサービスを開始している。また、既存の固
定電話サービス、非対称デジタル加入者線サービス、携帯電話サービスの各基幹網のＩＰ化・統合化を推進してい
る。

【網間インターフェイス等の運用ルール】
○ 現在のＩＰ電話が他社網のＩＰ電話と通話する際はＩＰパケット転送している場合は少ない。今後、各社の網がＩＰ化
されていくとともに、音声、ＩＰＴＶ、インターネットなどの情報をパケット交換により相互接続するオールＩＰ化時代が
到来すると考えられる。

○ 次世代ＩＰネットワークは、各情報の優先度設定することが可能である。この際、重要通信に関わる優先度につい
ては、音声系（緊急通報、優先通信、一般通信）だけでなく、音声以外の重要な通信（画像、映像、データ系等）につ
いて、網間インターフェイス等の共通の運用ルールを速やかに確立する必要があるのではないか。

（出典）電気通信事業者からのヒアリングより作成。
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オールIP化時代の網間インターフェイス

• 優先度をどのように受け渡すのか
– サービスの違いによる優先度

• 電話、IPTV、インターネット・・・
– 重要通信に関わる優先度

• 音声系（緊急通報、優先通信、一般通信）
• 音声以外の重要な通信（画像、映像（※）、データ系等）

（※）救急車内の病状の映像、災害時ヘリテレ映像等

トランスポート・ストラタム

サービス・ストラタム

他網

網間インターフェイス

緊急通報に関わる通信（メール、FAX等）
優先通信（優先度のクラス分け）

保守用通信

・・・・

緊急通報（ １１０番など）

優先電話（優先度のクラス分け）

保守用通話

・・・

一般音声電話

データ系

優先度A
優先度B
優先度C
優先度D
・

・

・

音声系
音声は優先か非優先のみ

データ系はなし

現在

※共通信号線方式により制御

（参考）
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ＮＴＴでの転送品質クラス

ＮＴＴ東西では、2007年10月25日に次世代ネットワークにおけるインタフェース資料等を公開している。

【IP パケットの転送品】
○ １） 最優先クラス、２） 高優先クラス、３） 優先クラス、４） ベストエフォートクラスの４つのクラスが定義されている。

○ データパケットの転送品質クラスについては、相互接続する協定事業者で取り決めることになっている。

○ ＮＴＴ東西では、セッション制御通信における転送品質クラスの指定は、RFC2327[1]で規定されているSDP を用
いる。具体的には、SDP のm 行のmedia-type とa 行の組み合わせで転送品質クラスを指定する。（3GPP TS 
29.208[4]参照）また、帯域指定については、コーデック種別、或いはb 行によって指定する。なお、RTCP パケット
の転送品質クラスは、下記の指定方法によらず、RTP パケットの転送品質クラスと同じとする。（3GPP 
TS29.208[4]参照）

【データパケットの転送優先度識別子】
○ ネットワークは、各々のデータパケットにおける下記のフィールドに転送品質クラスに対応した値（最優先クラス：

101110、高優先クラス：100000、優先クラス：001000、ベストエフォートクラス：000000）を設定して転送する。但し、
呼の接続／切断に関わる制御信号（IETF RFC3261[3]に規定されるSIP）のパケットに対しては、一律、最優先ク
ラスに対応する転送優先度識別子を設定し転送する。

（参考）

ＮＴＴ東西「別表１：物理・伝送レイヤ仕様 第1.0 版（2007 年10 月25 日）」より引用

media-type=application以下の(1)～(4)のいずれか
の場合：

(1)media-type=video かつa=sendonly
(2)media-type=video かつa=recvonly
(3)media-type=audio かつa=sendonly
(4)media-type=audio かつa=recvonly

以下の(1)～(2)
のいずれかの場合：

(1)media-type=video かつa=sendrecv
(2)media-type=audio かつa=sendrecv

SDP の
m 行/a 行

優先クラス高優先クラス最優先クラス
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(6) 停電時における電源確保

アクセス回線の光化に伴って、局側からの給電が不可能となるが、ＩＰ電話とアナログ電話との
同等性を実現していくためには、停電時における電源確保が必要となるのではないか。

○ 電源確保対策としての無停電電源装置（ＵＰＳ）の性能向上・低価格化・普及促進

３～５年後を視野にライフラインとしてのＵＰＳの性能・価格の目標を明示し、支援策を講じ
ることが必要。

・ 事業者設備であるＯＮＵの電源確保のため、電気通信事業者がメンテナンスフリーで低価
格なものを開発又はその開発を支援。
・ ＯＮＵと端末設備に一体で給電するＵＰＳの性能向上を支援。

○ 携帯電話等による代替
携帯電話設備への重要通信確保を省令で義務化することが適当。

○ メタル回線で可能であった局給電が不可能なことの周知
「電気通信事業法の消費者保護ルールに関するガイドライン」（電気通信事業法第２６条
（提供条件の説明関係））に盛り込み、電気通信事業者等がユーザに対して提供条件の説
明を行うことが適当ではないか。

○ 家庭の電化の進展に伴う停電時の電源確保の検討
通信機器メーカ、家電メーカ、住宅メーカ等の業界団体横断的な検討を提言することが適
当ではないか。
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(7) 復旧における課題

【課題と方向性】

○ 過去の災害において、例えば、平成17年に新潟市を中心に発生した61万世帯の大停電の際、通信事業者が電
力事業者からの情報が少なかったことがある。その際には、鉄道事業者においても情報が少なく、鉄道事業者と
通信事業者が連絡したもの。（なお、電気通信事業者協会から電気事業連合会に対し、「事故発生の事実の公
表を早めてほしい」旨の依頼を行い、電気事業連合会においては既に、各電力会社に公表の迅速化を依頼して
いる模様。）

○ また、平成16年の新潟県中越地震の際、通信事業者は停電情報をアラーム感知で把握できたが、電力の復旧
情報は電力事業者の情報提供がないと分からなかったもの。このため、大まかな復旧計画でも良いので出して
頂きたい旨、事後に要望。ただし、電力事業者側としても、復旧の確度が不明確であり、社外に知らせることがで
きない場合があったもの。

○ 仮に、例えば、重要インフラ事業者（通信、電力、ガス、水道等）間において、復旧状況を相互連絡するような仕
組みがあれば、例えば、電気通信事業者は移動電源車の準備等の復旧活動を円滑に進めることが可能となる。

また、例えば、電気通信事業者の復旧情報が分かれば、他の事業者は当該通信の見込みを踏まえて復旧活
動を円滑に進めることができるというように、重要インフラ分野の機関は相互に関連性を有している。

○ 災害時に、事業者（個別事業者情報）→監督府省（個別分野情報）→内閣官房・内閣府（全体取りまとめ）→監
督府省（取りまとめ情報フィードバック）→事業者（同左）という情報連絡はあるが、現場の事業者同士が当該情
報を入手できるまでには時間がかかる。

○ このため、通信、電力、ガス、水道等、複数の重要インフラ分野の機関間において、復旧に係る情報の相互連
絡・共有体制を強化することが適切と考えられないか。

○ なお、政府の情報セキュリティ政策会議の「重要インフラ連協議会（CEPTOR-Council）」においても、複数の重
要インフラ分野に共通するサービスの維持・復旧に係る情報の共有等を検討しているところ。また、地域防災計
画によっては、災害時に重要インフラ事業者が出向いて状況を共有している場（都道府県、市町村単位）がある。
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(8) 災害用伝言板、災害用伝言ダイヤル

災害用伝言板や災害用伝言ダイヤルの運用について課題は何か。（周知等による）利用促進が
必要。災害用伝言板については、相互リンクだけでなく、横断的検索の必要性が考えられないか。

【重要通信の疎通の確保】
○ 固定電話の「災害用伝言ダイヤル」は共同運用の形が取られており、固定系の電話は登録・確認とも統一されて
いる。一方、携帯電話・PHSの「災害用伝言板」は各社が運営しており、登録・確認とも各社の伝言板により行う必
要がある。確認する際は、各社の伝言板のリンクは存在する。

○ 携帯電話・PHSの「災害用伝言板」を確認する場合、知りたい相手先の加入する電気通信事業者を事前に確認
する必要がある。知りたい相手先の加入する電気通信事業者が分からない場合は、各社の災害用伝言板を確認
して探す必要がある。さらに、複数の相手について確認する場合、たとえすべての知りたい相手先の加入する電気
通信事業者が分かっていても、非常に煩雑な操作が必要とされる。

○ 従って、携帯電話・PHSの災害用伝言板の横断的検索を早期に実現することが必要ではないか。また、現在各
社が行っている携帯電話・PHSの災害用伝言板について、共同で運用できるのかの検討が必要ではないか。

○ さらに、各災害用伝言板・ダイヤルは、認知度が向上するほど役に立つサービスであるため、周知等による利用
の促進を引き続き図っていくことが必要ではないか。
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伝言サーバー各社の伝言サーバーへ
伝言（安否）登録

各社の伝言板サービスより
伝言（安否）閲覧

各社携帯電話網 伝言サーバー

伝言サーバー

携帯電話番号（１１桁）で登録

伝言サーバー

各社携帯電話網
伝言サーバー

伝言サーバー

伝言保持：７２時間

固定電話網
・・・・・・
・・

伝言蓄積装置 伝言蓄積装置

【伝言（安否）の登録】 【伝言（安否）の確認】

音 声 に よ る
伝言（安否）録音

音声による
伝言（安否）再生

固定電話番号（１０桁）で登録

（全国５０箇所）

伝言容量：最大８００万伝言
伝言保持：４８時間

固定電話網

・・・・・・・・
伝言蓄積装置 伝言蓄積装置

固定電話番号（１０桁）で登録

（全国５０箇所）

災害用伝言ダイヤル（１７１）

電話番号（１１桁）で登録

携帯電話・PHSの災害用伝言板

伝言サーバ

(web171)

テキスト
音声（ファイル貼付）
画像（ファイル貼付）

【Ａ避難所】
伝言容量：５億伝言（テキスト換算）
伝言保持：４８時間

【避難所以外】

Ｗｅｂによる
伝言（安否）確認

パソコン 等

インターネット

被災地内の固定電話番号で登録
（なお、携帯電話やＩＰ電話番号等も利用可能）

伝言サーバ

(web171)
Ｗｅｂによる

伝言（安否）登録

https://www.web171.jp

伝言容量：５億伝言（テキスト換算）
伝言保持：４８時間

災害用ブロードバンド伝言板（web171）

イ ン タ ー ネ ッ ト

被災地内の固定電話番号で登録
（携帯電話やＩＰ電話番号等も利用可能）

災害用伝言板等の運用について ①

（出典）第１回「重要通信の高度化の在り方に関する研究会」資料１－４「重要通信確保に伴う通信の現状」（東日本電信電話株式会社、平成１９年１１月２２日）より作成。

（参考）
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災害用伝言板等の運用について ②

携帯電話・PHSの災害用伝言板の横断的検索の早期の実現
携帯電話・PHSの災害用伝言板の共同運用の検討
各災害用伝言板・ダイヤルの周知等による利用促進

■ 固定電話の「災害用伝言ダイヤル」は共同運用の形が取られており、固定系の電話
は登録・確認とも統一されている。

■ 一方、携帯電話・PHSの「災害用伝言板」は各社が運営しており、登録・確認とも各社
の伝言板により行う必要がある。確認する際は、各社の伝言板のリンクは存在する。

■ 携帯電話・PHSの「災害用伝言板」を確認する場合、知りたい相手先の加入する電気
通信事業者を事前に確認することが必要。分からない場合は、各社の災害用伝言板を確
認して探す必要がある。

■ 複数の相手について確認する場合、たとえすべての知りたい相手先の加入する電気
通信事業者が分かっていても、非常に煩雑な操作が必要とされる。

新規参入事業者

（参考）
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(9) 避難所における課題

【課題と方向性】
○ 大規模な災害が発生した際に、学校が住民の避難所に指定される例が多い。電気通信事業者は、災害発生時、
地方自治体からの要請に基づいて、順次、避難所等に臨時に電話を設置している。臨時に設置される電話として
は、例えば、主に被災住民の方が利用する特設公衆電話がある（公衆電話に優先的取扱いあり）。
また、災害発生後の対応を容易にするために、既に一部の地域では地方自治体が指定する避難所等に電気
通信事業者が災害時用の電話回線を予め敷設する取組が行われている。これにより、対応可能な範囲で、災害
時において迅速に通信手段の確保を行うことが可能となっている。
（参考）事前設置する場合の基本的な費用負担（東京都、名古屋等での例）
・ 特設公衆電話用電話機、電話回線の事前敷設 → 電気通信事業者負担
・ 学校敷地内の電柱設置費用 → 自治体負担（公立小中学校等の場合）

○ 市町村の防災担当者と避難所の管理責任者との間の連絡は、被災情報、余震情報、緊急避難情報、食料・水
の配送等、様々に発生すると考えられる。学校において具体的に避難所となることが多いのは体育館であり、一
部の避難所においては、市町村の防災担当者から学校の職員室・教務室等の事務室に連絡があり、学校の教
職員が体育館で活動している避難所の管理責任者に対して伝令的に連絡を行う例が見られる。この場合、児
童・生徒の安否確認、登下校の確認、保護者への連絡といった教職員が本来災害時に行う業務に支障をきたす
ばかりでなく、教職員の精神的負担の増大、災害情報伝達の遅れ等が発生する可能性がある。

○ このため、体育館等の避難所に設置される電話のうち特定のものを、市町村の防災担当者と避難所の管理責
任者との連絡用とすることにより、効果的な防災対策に資することになると考えられる。連絡用とする電話につい
ては、特設公衆電話の他、親子電話等のように学校の電話を体育館と職員室・教務室等の事務室に分岐するこ
となどが考えられる。とりわけ、特設公衆電話については、電気通信事業者が設置・敷設する際に、被災住民用
と、市町村・避難所間の連絡用の別を確認することが考えられる。また、避難所や学校における運用の仕組みと
して、市町村・避難所間の連絡用の電話を設けることが考えられる（ただし、被災住民用の電話と市町村・避難所
間の連絡用の電話に分ける場合に、避難所内における設置場所の分離や、運用方法（深夜における呼出音等）
に留意する必要がある。）。このように、災害発生時等に必要な通信を確保するため、関係府省や電気通信事業
者等が連携して取り組んでいくことが必要ではないか。
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（参考） 小・中学校への特設公衆電話の事前設置

首都直下地震の発生を考慮し、予め東京都が指定する避難所の小・
中学校への特設公衆電話の事前設置の推進！

＜自治体負担＞学校構内の電柱設置費用
＜ ＮＴＴ負担 ＞特設公衆電話機の貸与、電話回線の事前敷設

平成17年度以前設置済み（４区）
【215校：1094回線】

平成18年度設置完了（１区）
【31校：155回線】

設置予定（10区）
【574校：2,544回線】

今後の提案予定
【1,246校：6,230回線】

文京区（37校・314回線）、荒川区（32校・172回線）
台東区（36校・173回線）、足立区（110校・435回線）

目黒区（31校・155回線）

千代田区（18校・90回線） 、新宿区（41校・123回線）
杉並区（67校・201回線） 、中野区（50校・150回線）
板橋区（77校・385回線） 、品川区（30校・150回線）
葛飾区（75校・375回線） 、江東区（66校・330回線）
墨田区（42校・210回線） 、江戸川区（106校・530回線）

中央区、港区、渋谷区、大田区、世田谷区
北区、豊島区、練馬区

多摩地区、川崎市

予算化に向け検討中（7区）
【542校：2,700回線】

平
成

年
度

19

（出典）「重要通信確保に伴う通信の現状」（東日本電信電話株式会社 第１回会合（平成19年11月22日））
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３ 電気通信事業者間の
連携・連絡体制の整備
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３ 電気通信事業者間の連携・連絡体制の整備

(1) 緊急通信や災害時優先通信等を確保するために、ネットワーク資源の確保及びその運用・管理などについて
は共通化の検討が必要ではないか。

○ 例えば、携帯電話無線区間の帯域確保の手法について、いわゆる重要通信専用パスレーン方式や、いわゆ
る待ち行列先頭方式があるが、このように多様な方式の運用・管理について、共通化が効果的な点は共通化
を検討することが適当ではないか。

(2) 電気通信事業者間における信頼度や設計基準のばらつきを解消し、統一することが効果的ではないか。
○ 遅延時間・遅延ゆらぎ・呼損率等の通話・接続・総合品質は、事業用電気通信設備規則に基づき、既に数値
化されて共通化されている。

○ 情報通信ネットワークの安全・信頼性に関するガイドライン（任意基準）である「情報通信ネットワーク安全・信
頼性基準（昭和62年郵政省告示第73号）」に基づき、信頼度や設計基準の具体的な目標値を業界で設定し、
信頼性の向上を図ることが適当ではないか。

○ 例えば、輻そう対策のような事例をもとに、電気通信事業者間で用語の定義、検知の基準、発生時の連絡体
制、事故報告の意見交換を行うことが有益であるのではないか。

(3) 故障時の相互バックアップの強化について、例えば、可搬（車載）型携帯基地局・移動電源車の共通化や光
伝送路における相互バックアップ等が考えられないか。

○ 災害等の非常時における電気通信設備の故障の際は、国民の安全・安心の観点から、電気通信事業者間
において、携帯基地局、衛星回線、光ファイバなどの相互バックアップを強化し、円滑な電気通信役務の提供
に資することが必要と考えられるのではないか。

○ 光伝送路における相互バックアップについては、平成17年９月に電気通信事業者協会が相互融通の仕組み
を設けているが、これまでのところ、利用に至るような規模の災害は少ない。

○ 今後、例えば、現在電気通信事業者により異なっている移動電源車の電圧や差込口の共通化を検討するこ
とにより、災害等の非常時において、商用電源や予備電源が途絶した携帯電話基地局等を支援することが可
能となるのではないか。

○ また、可搬（車載）型携帯基地局の共通化による相互バックアップや、衛星による相互バックアップの仕組み
を設けることにより、災害等の非常時において円滑な電気通信役務の提供に資することができるのではないか。
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（参考） 災害時における光ファイバの相互融通スキームの運用

社団法人電気通信事業者協会（ＴＣＡ）では、地震等の災害によって電気通信事業者の通信設備が被害を受けた
場合に、迅速な復旧が図れるように、『災害時光ファイバ緊急相互融通スキーム』を策定し、運用している。

１．目的
地震等の災害に備え、重要通信の確保に向けた通信設備の復旧を迅速かつ円滑に行うため。

２．本スキームの主な規定内容

① 対象ケースは、災害時の参画事業者間における中継系光ファイバの緊急相互融通。
② 参画事業者間の各事業者連絡窓口を明示。
③ 早期合意（契約締結）のための様式と概要を事前に決定。

３．参画事業者数

平成17年 9月：13社（試行運用開始時）
平成18年 1月：31社（本格運用開始時）
平成19年12月：43社

４．運用方法（連絡方法）
参画事業者によるメーリングリストを構築しており、災害時に光ファイバの融通を要請する場合は、メーリングリストあてに
メールを送信することにより、全ての参画事業者に一斉に要請が届くもの。なお、新規事業者の加入時などに適宜参画事業
者の名簿を維持・更新しており、平常時にも、メーリングリストによって当該名簿あてに送信し、送受信状況を確認している。

５．これまでの利用例（１例のみ）
平成17年9月の台風第14号発生時に、ある参画事業者から本スキームあてに光ファイバの融通要請連絡が発信されたが、
その後24時間以内に自社内での復旧対応が可能となり、相互融通に至る前に要請が取り下げられた。

６．今後の利用見込み
例えば、大都市圏で大規模な災害が起きた場合や、地震と風水害が同時発生した場合等が考えられる。

７．課題
平成17年9月の事例では、実際に他社設備を借りようとした場合に、その接続地点までの光ファイバの延ばし方という技術
的課題と、地権者との調整等の現実的なハードルがあったもの。

（出典）社団法人電気通信事業者協会資料、同ウェブサイト（ http://www.tca.or.jp/japan/news/050829.html ）より
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１．電源電圧
・高圧電源（大型局用）と低圧
電源（中・小型局用）が存在
・低圧電源は電圧や供給方法
が混在

低圧
電源

高圧
電源

単相２線100V、
単相３線100V/200V、
３相３線200V、
３相３線210V、
３相３線400V

３相３線6600V
（電力会社の高圧配電線と同じ）

電源の種類

２．移動電源車と局の接続
・①配電盤にボルトで直接接続
又は②専用コネクタでの接続

・多数の接続方式が混在

→事業者間の調整の場を設け、共通化に向けて議論を進めることが必要でないか。

同一

事業者間
で混在

・電源の電圧等の共通化 ・ボルト接続の専用工具不要化
又は専用工具を電源車に配備

・電源コネクタの共通化
又は相互変換コネクタの配備

②

専用コ
ネクタ

①

ボルト
で接続

・一事業者内でも複
数種のコネクタ

・事業者間での互換
性調整は未実施

・手動

・汎用工具

・専用工具

事業者間
で混在

特殊な工具

３．移動電源車の運用
・事業者毎に異なる電源運
用方法

・屋外設置

・搬入口等からケー
ブルを引き込み、屋
内配電盤へ接続

・専用小窓からケー
ブルを引き込み、屋
内配電盤へ接続

給電接
続口の
設置場
所

・敷地入口、建物、
配電盤の開錠

施錠

電源車
の管理

・自社

・ﾘｰｽ/ﾚﾝﾀﾙ会社

・移動電源車の運用方法･
手順についての共通化
（移動電源車手配方法、移動電源車から給電接
続口への接続方法、施錠部分の開錠方法等）

移動電源車を災害時の相互バックアップとするには、事業者間での共通化が必要

移動電源車の共通化

【現状】

事
業
者
間
で
異
な
る
運
用
方
法

（参考）
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（参考） 電気通信事業者間の連携・連絡体制の整備についてのこれまでの提言

第3 章組織・体制、人材育成等に関する対策
3.1 組織・体制に関する検討
3.1.2 故障・災害等によるICT 障害に対する責任体制・管理体制の整備

(3) 非常時等の事業者間の連携・連絡体制の整備

事業者間の連携促進のための情報交換連携の仕組み（事象のレベル分け、レベルに応じ

た情報連携の整理）が必要である。連携にあたっては、相互接続を意識して、事業者とベン
ダーでの連携を図る際にやり取りされる情報のフォーマットを共通化する検討が必要である。

障害が発生した場合においては、まず各事業者が自らサービスの早期復旧に取り組むこと

が必要であり、そのための予備設備の設置・手配は各事業者が主体的に実施すべき事項で
ある。一方、緊急通信や重要通信確保のためのネットワーク資源の確保及びその運用・管理
などについては共通化の検討が必要であり、信頼度・設計基準の統一、故障時の相互バック
アップの可否などについての共同研究を行うことが適当である。

「ネットワークのIP化に対応した安全・信頼性対策」 （抜粋）
平成19年5月24日 情報通信審議会
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４ 緊急通報等における課題
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（１）携帯電話・ＩＰ電話等からの緊急通報における発信者位置情報通知機能

平成19年４月より、第三世代携帯電話・ＩＰ電話等から警察機関などの緊急通報受理機関に通報する
場合、発信者の位置情報を通知する機能を具備することが義務付けられたが、現在の運用の状況は
どのようになっているか。

【ＧＰＳ測位方式により対応可能な移動機の普及】
○ 発信者位置情報通知機能の対応機種普及状況は、2007年12月末において、３G加入者数のうち、26％が発信者
位置情報通知機能に対応している。また、発信者位置情報通知機能の対応機種普及状況は、2007年12月末にお
いて、パンフレットに記載されている３G機種のうち、46％が対応している。

○ 平成16年６月30日の情報通信審議会答申、諮問第2015号「電気通信事業における緊急通報機能等の高度化方
策」のうち、「携帯電話からの緊急通報における発信者位置情報通知機能に係る技術的条件」（一部答申）におい
て、ＧＰＳ測位方式により対応可能な移動機の目標である、2009年４月において50%、2011年４月において90%を達
成すべく電気通信事業者はＧＰＳ対応機種の着実な普及をしていく必要ではないか。

【緊急通報受理機関側の対応状況】
○ 警察機関の発信者位置情報通知機能の導入状況は、全国52の通信指令室のうち、７通信指令室において導入
されている。今後は、平成20年４月に18の通信指令室、平成21年４月に10の通信指令室、平成21年６月に1の通信
指令室で運用の開始を予定している。残り16の通信指令室においても、発信者位置情報通知機能の導入を図って
いく必要があるのではないか。

○ 消防機関の発信者位置情報通知機能の導入状況は、平成19年４月１日現在、全国807消防本部のうち、平成19
年度中に116消防本部が導入を予定している。市町村消防の原則に基づき、消防行政が行われているため、一律
の対応が難しいものの、各消防機関はそれぞれの実情を踏まえながら、発信者位置情報通知機能に対応を図って
いくことが必要ではないか。

○ 海上保安機関の発信者位置情報通知機能の導入状況は、平成19年4月に全11管区で導入済みである。
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携帯電話からの発信者位置情報通知機能の対応機種普及状況 ①

2007年12月末において、３G加入者数のうち、26％が発信者位置情報通知機能
に対応している。

（出典）電気通信事業者よりのヒアリングより作成。
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携帯電話からの発信者位置情報通知機能の対応機種普及状況 ②

2007年12月末において、パンフレットに記載されている３G機種のうち、46％が
対応している。
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（出典）電気通信事業者よりのヒアリングより作成。

（参考）
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警察機関の発信者位置情報通知の導入状況

北海道（北見方面）、東京都（島しょ部の一部を除く）、神奈川県、愛知県、大阪府、
奈良県で導入済み（７）。
※全国には52の通信指令室（ただし、東京都においては２通信指令室）

今後の予定

○平成２０年４月運用開始予定地域（１８）（計２４／５２）

北海道（札幌方面、函館方面）、宮城県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、新潟県、

長野県、岐阜県、三重県、京都府、兵庫県、岡山県、広島県、福岡県、大分県、沖縄県

○平成２１年４月運用開始予定地域（１１）（計３５／５２）

青森県、石川県、滋賀県、和歌山県、山口県、徳島県、佐賀県、長崎県、熊本県、

鹿児島県（島しょ部の一部を除く）、千葉県（平成21年6月1日予定）
（出典）警察庁 平成２０年１月１０日広報資料「携帯電話、ＩＰ電話等からの１１０番通報における位置情報通知システムの運用について」より作成。

（参考）
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消防機関の発信者位置情報通知の導入状況

平成19年度中に116消防本部が導入予定
※平成19年４月１日現在 全国807消防本部
※市町村消防の原則

宮古島市消防本部沖縄県高砂市消防本部静岡市消防防災局静岡県羽生市消防本部

大島地区消防組合消防本部鹿児島県宝塚市消防本部山県市消防本部岐阜県春日部市消防本部

延岡市消防本部延岡市消防署宮崎県豊岡市消防本部伊那消防組合消防本部長野県所沢市消防本部

国東市消防本部西宮市消防局敦賀美方消防組合消防本部川口市消防本部

大分市消防局

大分県

姫路市消防局大野市消防本部

福井県

さいたま市消防局

埼玉県

有明広域行政事務組合消防本部神戸市消防局

兵庫県

加賀市消防本部高崎市等広域消防局群馬県

山鹿植木広域消防本部柏原羽曳野藤井寺消防組合金沢市消防局

石川県

佐野地区広域消防組合

熊本市消防局

熊本県

大阪狭山市消防本部富山市消防局富山県黒磯那須消防組合消防本部

栃木県

長崎市消防局長崎県東大阪市消防局新潟市消防局新潟県鹿島南部地区消防事務組合消防本部

杵藤地区広域市町村圏組合消防本部茨木市消防本部寒川町消防本部かすみがうら市消防本部

唐津市消防本部

佐賀県

泉大津市消防本部大和市消防本部那珂市消防本部

宗像地区消防本部吹田市消防本部厚木市消防本部つくば市消防本部

春日・大野城・那珂川消防組合消防本部豊中市消防本部相模原市消防局水戸市消防本部

茨城県

八女消防本部大阪市消防局

大阪府

横須賀市消防局東根市消防本部

糸島消防本部

福岡県

福知山市消防本部横浜市安全管理局

神奈川県

上山市消防本部

山形県

高知市消防局高知県京都市消防局

京都府

東京消防庁東京都能代山本広域市町村圏組合消防本部

宇和島地区広域事務組合消防本部湖北地域消防本部香取広域市町村圏事務組合消防本部横手市消防本部

秋田県

西予市消防本部

愛媛県

湖南広域行政組合消防本部安房郡市広域市町村圏事務組合消防本部大崎地域広域行政事務組合消防本部

高松市消防局香川県大津市消防局

滋賀県

富里市消防本部石巻地区広域行政事務組合消防本部

呉市消防局広島県桑名市消防本部浦安市消防本部栗原市消防本部

高梁市消防本部四日市市消防本部我孫子市消防本部登米市消防本部

岡山市消防局

岡山県

津市消防本部

三重県

八千代市消防本部岩沼市消防本部

宮城県

出雲市消防本部豊田市消防本部習志野市消防本部胆江地区消防組合消防本部岩手県

浜田市消防本部

島根県

岡崎市消防本部

愛知県

船橋市消防局

千葉県

南渡島消防事務組合

鳥取県西部広域行政管理組合消防局鳥取県島田市・北榛原地区衛生消防組合島田消防本部川越地区消防局深川地区消防組合

和歌山市消防局和歌山県菊川市消防本部比企広域消防本部北見地区消防組合

淡路広域消防事務組合消防本部藤枝市消防本部杉戸町消防本部釧路市消防本部

朝来市消防本部焼津市消防防災局三郷市消防本部小樽市消防本部

丹波市消防本部

兵庫県

浜松市消防本部

静岡県

深谷市消防本部

埼玉県

札幌市消防局

北海道

導入消防本部都道府県導入消防本部都道府県導入消防本部都道府県導入消防本部都道府県

（平成20年1月1日現在）

（出典）第４回「重要通信の高度化の在り方に関する研究会」資料４－８「消防における緊急通報等について」（消防庁、平成２０年１月１８日）より作成。

（参考）
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海上保安機関の発信者位置情報通知の導入状況

平成19年4月に全11管区で導入済み

第一管区

第二管区

第三管区

第九管区

第四管区

第八管区

第六管区

第七管区

第十管区 第五管区

第十一管区

本部本部 小樽小樽

本部本部 神戸神戸

本部本部 横浜横浜

本部本部 名古屋名古屋

本部本部 塩竃塩竃
本部本部 舞鶴舞鶴

本部本部 北九州北九州

本部本部 鹿児島鹿児島

本部本部 那覇那覇

本部本部 新潟新潟

本部本部 広島広島
本 庁

東京霞ヶ関東京霞ヶ関

「１１８番」「１１８番」 受理体制受理体制

本庁（東京）・・・衛星船舶電話本庁（東京）・・・衛星船舶電話

管区海上保安本部・・・携帯・固定電話等管区海上保安本部・・・携帯・固定電話等

（出典）第３回「重要通信の高度化の在り方に関する研究会」資料３－６「海上保安庁緊急通報 「１１８番」」（海上保安庁、平成１９年１２月２１日）より作成。

（参考）
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(3) 緊急地震速報やワンセグ等の新たな取組 ①

【緊急地震速報】
○ 緊急地震速報については、気象業務法の一部を改正する法律（平成１９年法律第１１５号）
が平成１９年１２月１日に施行され、地震警報が日本放送協会に通知されることになった（第
15条第１項）。
○ 日本放送協会は、直ちに通知された事項を放送しなければならないと規定されており（第１
５条第６項）、テレビとラジオのすべての放送波を用いて全国放送で速報することにしている。
○ 民放各社においては、緊急地震速報の放送開始については各社それぞれが判断すること
とし、在京民放テレビ５社は平成１９年１０月から運用を開始しており、在京民放ラジオ６社は、
平成２０年４月１日からの運用開始を予定している。
○ また、電気通信事業者、警備保障会社、ケーブルテレビ会社等が配信サービスを始めて
いる。一部の携帯電話事業者では、利用者に係る月額使用料・通信料が無料のサービスと
して、ネットワークへの負荷の小さいセル・ブロードキャストという技術を活用した、緊急地震
速報の配信を開始しており、他の携帯電話事業者も配信を予定している。今後、緊急地震速
報以外に、自治体等が提供している災害に関する情報が提供される予定である。

【通信による配信の課題と方向性】

○ セルブロード・キャスト技術による、緊急地震速報の配信には、現在、１０秒程度時間を要
するため、短時間に配信できる技術の開発が必要ではないか。

○ 災害情報を配信する際に、自治体等は各電気通信事業者と仕様を決める必要があり、共
通の仕様を作成していくことが必要ではないか。



67

(3) 緊急地震速報やワンセグ等の新たな取組 ②

【ワンセグ放送】

○ 地上デジタル放送は、平成１５年１２月から導入されており、ワンセグを活用した放送が行
われている。
○ ワンセグ放送は、輻そうの影響を受ける心配がなく、また通信トラフィックを混雑させずに
情報を提供することが可能であり、携帯電話等移動端末で受信することにより、移動中での
情報入手も可能となっている。

○ 被災地で求められる情報は、余震の見通し、地震の規模や発生場所、地震の被害、電気・
ガス・水道などの復旧情報、火災の状況、交通機関や道路の開通情報等の要望が高いが、
これらの情報の提供は必ずしも１対１の通信でなくても良いと考えられる。

○ ワンセグを含めた放送やインターネットのホームページを活用して提供することによって、
国民の災害に関する情報の収集手段を多様化して分散することにより、重要通信の疎通し
易い環境を整備することが期待できるのではないか。
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(3) 緊急地震速報やワンセグ等の新たな取組 ③

【ＲＥＶＥＲＳＥ９１１ 】

○ アメリカでは、Plant CML社によるＲＥＶＥＲＳＥ９１１という固定電話を利用した一斉連絡
サービスがあり、2007年10月のサンディエゴでの大規模な山火事の際に利用され大きな効
果があったことが報道された。台風や山火事のようにある程度の予測ができる自然災害等
には有効と考えられる。

○ 我が国においては、災害情報の住民への伝達手段として、同報無線や広報車等を活用し
た市町村による広報のほか、ワンセグ放送等の放送系メディアや、セル・ブロードキャスト技
術の活用による電子メールの配信等があり、これらの手段で代替できるのではないか。

（参考）
仮に、日本版ＲＥＶＥＲＳＥ９１１を導入しようとする場合には、次のような課題がある。
・ 重要通信に位置付けるようとする場合、それだけの通信容量の余裕がネットワークにあるか。
・ 運営主体をどうするか。
・ 携帯電話への導入をどうするか。
・ J-ALERTや同報無線による住民への既存の連絡手段との整合性をどうするか（既存の通信システム
に追加して導入する場合には連絡手段の拡大になるが、既存システムの代替として導入する場合には、
既存システムの普及の妨げになることが懸念されるのではないか）。


